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１．東日本大震災での多くの被害が発生 !!
　平成 23 年（2011 年）3月 11 日に発生した東日本大震災は、三陸沖を震源としたマグニ
チュード 9.0、仙台市内での最大震度 6強（宮城野区）という巨大な地震でした。
　東部沿岸地域では、推定 7.1m（仙台港）もの津波により、家屋の浸水やライフライン施
設の損壊など、大きな被害をもたらしました。更に、丘陵部地域においては、擁壁崩壊・地
すべり等が発生し、5,728 件にのぼる宅地が被災しました。

　市内の約 1,400 棟の分譲マンションでは、倒壊にいたるマンションはありませんでしたが、
100 棟以上が「全壊」のり災判定を受けるなど、建物や附帯設備に甚大な被害が多数発生し
ました。
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（１）建物への影響

　市内のマンションでは、建物の傾斜や構造躯体の破損など構造的な被害は少なかったもの
の、以下のような被害が多く生じました。

共用廊下やバルコニーなどの非耐力壁の損傷
高架水槽、受水槽等の外部部材の破損
敷地内のアスファルト舗装の沈下、これに伴う配管の損傷

（２）生活環境への影響

　市内ほぼ全てのマンションで電気・都市ガス・水道のライフラインが停止したことにより、
生活面に支障をきたしました。

ライフライン停止時の水や食料の調達・運搬、高層階からの避難困窮など、高層建築物
ならではの課題が生じました。
特に、断水とエレベーターの停止により、水の入手や運搬が困難であったという声が 
高齢者などから多く聞かれました。
通信手段の途絶により、災害情報の入手に苦慮した事例もありました。



－ 4－

２．被災対応を通じて見えてきた様々な課題
　「マンション管理支援ネットワークせんだい・みやぎ※」が実施した「被災状況に関するア
ンケート調査報告書」「復旧状況に関するアンケート調査報告書」では、震災を経験された
管理組合の皆様から貴重なご意見が寄せられ、それを通じて様々な課題が明らかになりまし
た。
※マンション管理組合の適正な管理運営の推進を目的として、関連団体、専門家団体、行政等が相
互に連携して、平成 17年に設立された支援団体です。

（１）復旧・修繕をめぐる制度上の課題

公的支援制度
　被災者生活再建支援制度は、阪神大震災をきっかけとして平成 10 年５月に被災者生活再
建支援法に基づき創設された制度で、自然災害により居住する住宅が全壊するなど生活基盤
に著しい被害を受けた世帯に支援金を支給し、生活の再建を支援するものですが、対象が居
住者に限られることから、住戸を賃貸化して居住していない所有者に対しては支援金が支給
されませんでした。
　また、災害救助法に基づく「住宅の応急修理」は、災害により住宅が半壊以上の被害を受
け、自ら修理する資力のない世帯に対して、被災した住宅の居室、台所、トイレ等日常生活
に必要な最小限の部分を応急的に修理する制度であり、東日本大震災ではマンション共用部
分への適用が拡大されましたが、半壊の判定を受けたマンションにおいては区分所有者に収
入要件が課せられるなど手続きの煩雑さなどから申請書類のとりまとめを断念する声もきか
れ、全てのマンションで活用されるまでに至りませんでした。
　これらのことから、震災の復旧費用をマンション各戸で負担するといった議論をまとめる
ことに困難が生じました。

地震保険
　宮城県内の住宅における地震保険の加入は、全国的にも高い状況（火災保険契約に地震保
険が付帯されている割合は【2010 年度】68.7%、【2011 年度】81.1%）でしたが、未加入だっ
たマンションにおいては修繕費用の工面に困難が生じました。
　また、加入していた場合でも、被災程度により保険金額に大きな差（半損；保険金額の
50％、一部損；保険金額の 5％）が生じました。

建物解体に伴う区分所有者の全員合意
　区分所有法では、マンションを解体するための合意形成に係る規定が無く、民法による合
意（全員合意）に拠らざるを得ないことから、住戸を賃貸化して所有者が遠隔地にいる場合
や連絡が取れない区分所有者がいる場合は、「全員合意」が高いハードルとなりました。

　この課題を受けて、法務省において、平成 25年 6月に被災マンション法が改正され、法
で定める災害時の「全部または一部滅失の場合の取り壊し等の決議要件」が定められました。
　さらに、国土交通省においては、マンションの建替えに関する指針として作成された	
「マンション建替えに向けた合意形成に関するマニュアル」の改正が行われています。
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（２）災害時の対応に関する課題

居住者同士の安否確認などの迅速化
　今回の震災において、ほとんどのマンションでは、居住者が各々建物から避難し、混雑す
る避難所などで大変な思いをなさった事例が多かったようです。
　大きな災害が発生した場合、高齢者や障害者などのいわゆる「災害時要援護者※」は、	
避難に時間を要したり、自力で安全な場所へ避難する際に困難が生じたりすることから、	
大きな被害を受けやすいといわれています。このような災害時要援護者をはじめマンションの	
居住者の安全を守るためには、居住者同士が協力して安否確認や災害時要援護者の避難誘導
を迅速に行わなければならない、ということが課題として浮き彫りになりました。
※高齢者、障害者、乳幼児を持つ親、妊産婦、外国人など、介助を必要とせずに行動することや	
十分な情報を得ることが難しい方々

日中は役員がいない・・・
　今回の震災は平日の日中に発生したため、普段から中心的役割を担う管理組合の役員等が
不在であったマンションでは、組織的な対応が取れなかったことも報告されています。災害
発生時にマンションにいる居住者で対応できる体制づくりを進めることの重要性が認識され
ました。

便利が一転、不便に・・・
　今回の震災では、マンションにおけるライフラインの復旧まで概ね、電気３日間、水道１
週間、都市ガス１ヵ月を要しました。
　このライフラインのサービス
停止は、日常生活に様々な影響
を与え、震災を機に、多くのマ
ンションでは、特定のエネルギー
に過度に依存しないことや停電
に備えた非常電源の確保、断水
に備えた水の備蓄確保等、ライ
フラインの途絶に備えた対策の
重要性が改めて認識されました。

地域とのかかわりが少ない・・・
　マンションから指定避難所に向かったが、満員で入れない状況などからマンションに戻ら
ざるを得なかったり、周辺町内会の集会所へ避難した事例が報告されています。また、一旦
は指定避難所に避難したものの、乳児や障害のある子どもを抱えていたため、周囲への遠慮
から自宅へ戻って行ったという事例もありました。
　このことから、災害に備えて、日頃から周辺町内会などとの連携やコミュニティ形成を図
ることの重要性が改めて認識されました。
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３．住民の相互協力で災害を乗り切った！
　東日本大震災では、事前に自主的な防災活動が行われていなかったマンションと、行われ
ていたマンションにおいて対応が大きく異なりました。
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　ともに暮らすマンション居住者同士の支え合いで、互いの安全と非常時の不便な生活環境
を上手に乗り切った事例も多々ありました。

　今後の地震災害に備え、自宅のみならず、マンション単位での防災力向上の取り組みが求
められており、また、防災マニュアル作成に対する気運も高まっています。

　このようなことから、本市では、マンション内のコミュニティ形成にも配慮しながら、	
居住者同士が協力して防災活動が進められるよう「防災マニュアル」の作成を支援する手引書
として、本書を作成しました。

４．災害に対する事前の備えが必要！
　今回の震災において、事前に備えをしていたマンションでは、いち早く対応することがで
きました。


